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四国地方整備局 港湾空港部 品質確保室 制定
災害時における緊急復旧等の実績確認書交付申請要領

第１条（目的）

本要領は、四国地方整備局（港湾空港関係）が発注する工事の一般競争入札に
おける、競争参加資格確認資料にある｢災害時における緊急復旧等の実績（以下、
｢実績｣という。）｣の確認書交付申請に関する事項を定め、競争参加希望者に実
績確認書を交付することにより、競争参加希望者がその都度に提出する、実績を
証明するための資料作成作業および提出資料枚数の軽減を目的とする。

第２条（確認書の適用）

本要領により交付する実績確認書は、四国地方整備局（港湾空港関係）が発注
する工事の競争参加資格確認資料にのみ適用できる。

第３条（交付）

交付は、競争参加希望者からの実績確認書の交付申請に基づき、四国地方整備
局 港湾空港部 品質確保室長が、｢実績｣と確認したものについて、その都度交付
する。

第４条（実績確認書の交付申請）

１ 実績確認書の交付申請は、実績確認書交付申請書（別記様式１）および実績を
確認するための資料（以下、｢確認資料｣という。）により行うものとし、四国地
方整備局 港湾空港部 品質確保室に送付するものとする。

２ 確認資料は、本要領第７条により作成するものとする。

３ 実績確認書の交付申請は、１件の｢実績｣毎に取りまとめて行うものとする。

４ 実績確認書の交付申請は、第３条による実績確認書の交付、もしくは第１０条
第３項による｢実績｣と認めない旨の通知があるまでの間、交付申請の取り下げを
認めない。

第５条（実績確認できる対象）

１ 四国地域において、四国地方整備局長・四国地方整備局次長・四国地方整備局
管内の事務所長・四国四県の知事または四国内の市町村長からの指示もしくは要
請、四国地域以外においては、四国地方整備局長・四国地方整備局次長・四国地
方整備局管内の事務所長からの指示もしくは要請（以下、｢指示もしくは要請｣と
いう。）に基づき、実績確認書交付申請者が実施した、災害時における緊急復旧
等に限る。なお、｢指示もしくは要請｣をされた者の下請け会社または協力会社と
して行った災害時における緊急復旧等は対象としない。

２ 災害時における緊急復旧等の工事または作業の開始日が、実績確認書の交付申
請をする年度より３年度前の４月１日以降のものに限る。なお、年度とは４月１
日より翌年の３月３１日の１年間とし、以下、｢年度｣という。



- 2 -

第６条（災害時における緊急復旧等）

１ 災害時における緊急復旧等とは、公共土木・建築施設等に対して、災害に起因
し、かつ現地作業着手までに余裕時間を許されない作業の｢指示もしくは要請｣が
行われ、直ちに人員および資機材の手配を行い、空白時間なく速やかに開始した
応急復旧工事または作業に限る。
ただし、待機や事前の立ち入り防止対策および交通整理や巡回巡視等の応急復

旧工事または作業がないもの、軽微な作業は除く。

２ 本要領における災害とは、「災害対策基本法第二条第一項」で定義されている
被害、もしくは被害発生の予兆があり、かつ予兆の拡大等による、喫緊に被害の
発生が想定された現象とする。

３ 本条第１項の空白時間について、現地の気象・海象状況および遠距離等の理由
により、やむを得ず生じた以下の空白時間については、空白時間より除外する。

・｢指示もしくは要請｣が行われた現地において、極めて悪い気象・海象状況ま
たは異常な出水や大規模な火事もしくは爆発等により、作業の安全が確保で
きず、やむを得ず生じた空白時間。

・｢指示もしくは要請｣が行われた現地において、土砂崩壊等の被災が発生し、
現地作業が安全に実施できるか調査確認するために時間を要したことより、
やむを得ず生じた空白時間。

・｢指示もしくは要請｣が行われた海域において沈降物が想定される等により、
水深等の調査確認をするために時間を要したことより、やむを得ず生じた空
白時間。

・｢指示もしくは要請｣が行われた現地において、作業の安全が確保できない等
の理由から、その現地を管轄する管理者等より、作業実施に関する了解が得
られず、やむを得ず生じた空白時間。

・｢指示もしくは要請｣が行われた現地において、他の者が行う｢災害時におけ
る緊急復旧等｣の完了後の実施となったことより、やむを得ず生じた空白時
間。

・｢指示もしくは要請｣の直後から、人員および資機材の手配を開始したが、そ
の手配に時間を要したことより、やむを得ず生じた空白時間。

・｢指示もしくは要請｣の直後から、人員および資機材の手配を開始したが、そ
の資機材の積み込みに時間を要したことより、やむを得ず生じた空白時間。

・｢指示もしくは要請｣の直後から、人員および資機材の手配を開始し速やかに
出動したが、災害時における緊急復旧等を行う場所が遠距離もしくは、道路
等の途絶による迂回等のため、その移動に時間を要し、やむを得ず生じた空
白時間。

・船舶が用いられた場合において、その船舶を係留する施設の確保に時間を要
したことより、やむを得ず生じた空白時間。

・震災等による、長期間に継続する応急復旧工事または作業に対応する計画的
な派遣の｢指示もしくは要請｣に基づくもので、派遣の｢指示もしくは要請｣か
ら、応急復旧工事または作業までの間に生じた空白時間。

４ 災害時における緊急復旧等は、本条第１項に示すとおり、応急復旧工事または
作業がないものは除くことを原則とするが、｢指示もしくは要請｣に基づき現地に
到着した後に、現地の状況や情勢の変化により、応急復旧工事または作業の必要
がなくなった、もしくは出来なかったものについては、｢災害時における緊急復
旧等｣として扱う。
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５ 軽微な作業とは、以下に示すものとする。

・１箇所当たり３０分程度の作業。なお、１箇所当たり３０分程度の作業が複
数回連続した場合も含む。

・冬期の雪害に対する作業を含む工事または作業の契約（災害時等の異常時に
対する緊急の対応等を行うことを目的に締結した協定を除く。）が締結され、
その契約の履行として行われた融雪もしくは除雪作業の実績。ただし、１回
の融雪もしくは除雪作業が完了し、平常に回復した後の翌日に実施した融雪
もしくは除雪作業の実績については、「軽微な作業」とはしない。

６ 災害発生後に、入札公告された災害復旧工事は、｢災害時における緊急復旧等｣
とは認めない。

第７条（確認資料）

実績確認書交付申請書に附す｢確認資料｣は、下記に示すものとする。

[基本事項の確認資料（必須の確認資料）]

・｢災害時における緊急復旧等｣に対する、国・県・市町村からの指示書（票）
または契約書等、｢指示もしくは要請｣が確認できる資料の写し。

・応急復旧工事または作業の内容が確認できる資料（報告書、契約図面、作業
状況写真等）。

・現地作業着手までに余裕時間を許されない緊急性が確認できる資料（｢指示
もしくは要請｣の日および応急復旧工事または作業の日時が確認できる指示
書（票）、契約書、報告書、作業工程等）。

[被害が発生した実績の確認資料]

・「災害対策基本法第二条第一項」で定義されている被害の具体的な被害内容
（通行止め、集落孤立、停電等）が確認できる資料。

・具体的な損傷内容が確認できる資料（損傷状況写真、損傷規模の分かる図面
または写真等）。

[喫緊に被害の発生が想定された実績の確認資料]

・「災害対策基本法第二条第一項」で定義されている被害発生の予兆や予兆の
拡大等による、喫緊の被害発生が想定されたことが確認できる資料。

[空白時間に関する確認資料]

・第６条第３項に示す「やむを得ず生じた空白時間」に対する、やむを得なか
った理由に関する資料（気象警報注意報・海上警報・避難指示等の発令状況
に関する記録、気象・海象状況に関するデータや写真、他の者が行う｢災害
時における緊急復旧等｣との関連に関する工程表や打ち合わせ記録、「やむ
を得ず生じた空白時間」に実施された内容の記録等）。

第８条（確認資料の追加資料）

実績の確認において、四国地方整備局 港湾空港部 品質確保室長より、確認資
料の追加を要求する場合がある。
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第９条（確認資料および確認資料の追加資料の修正等）

｢確認資料｣および｢確認資料の追加資料｣については、申請者からの申し出によ
る、修正・追加・削除は認めない。

第１０条（実績の確認）

１ 実績の確認は、第４条第１項に示す実績確認書交付申請書及び｢確認資料｣、第
８条に示す｢確認資料の追加資料｣により、四国地方整備局 港湾空港部 品質確保
室長が、｢実績｣と認めたもののみを確認する。

２ 経常建設共同企業体および事業協同組合としての｢実績｣は、その経常建設共同
企業体および事業協同組合を構成する単体の｢実績｣としては認めない。また、経
常建設共同企業体および事業協同組合を構成する単体の実績も経常建設共同企業
体および事業協同組合の実績としては認めない。

３ 協業組合としての｢実績｣は、その協業組合を構成する組合員の｢実績｣としては
認めない。また、協業組合を構成する組合員の実績も協業組合の実績としては認
めない。

４ 特定建設共同企業体としての｢実績｣は、その特定建設共同企業体を構成する単
体の｢実績｣として認める。また、特定建設共同企業体を構成する単体の実績も特
定建設共同企業体の実績として認める。

５ 第７条及び第８条に示す｢確認資料｣｢確認資料の追加資料｣の内容が、第６条に
示す｢災害時における緊急復旧等｣に合致しない、もしくは明確に確認が出来ない
もの、または本条第２項および第３項に該当するものについては、｢実績｣と認め
ない。なお、｢実績｣と認めないものについては、その旨を通知する。

第１１条（実績確認書の有効期限）

｢災害時における緊急復旧等｣の、応急復旧工事または作業の開始日の年度から、
その年度を含み４年度間を有効期限とする。

第１２条（確認資料等の書面の大きさ）

確認資料等、書面の大きさはＡ４版を原則とする。ただし、四国地方整備局
港湾空港部 品質確保室より指示がされた場合はこの限りではない。

第１３条（書類の保管）

第４条第１項に示す実績確認書交付申請書及び｢確認資料｣、第８条に示す｢確
認資料の追加資料｣、第３条に示す実績確認書、または第１０条第３５項に示す｢実
績｣と認めない旨の通知については、第１１条に示す有効期限までの間、四国地
方整備局 港湾空港部 品質確保室及び実績確認書交付申請者の双方で保管するも
のとする。

第１４条（守秘義務）

１ 実績確認書交付申請者および四国地方整備局 港湾空港部 品質確保室は、本条
第２項から第４項の場合を除き、第１３条に示す書類ならびに申請内容と結果に
関する事項が、他者に知られることのないように取り扱うものとする。
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２ 四国地方整備局が発注する工事の一般競争入札における技術資料として、実績
確認書交付申請者が、入札説明書に示されている提出先に提出する場合。

３ 四国地方整備局が発注する工事の一般競争入札における技術資料の確認とし
て、四国地方整備局内の技術資料確認担当部署が活用する場合。

４ 実績確認書交付申請者および四国地方整備局 港湾空港部 品質確保室の双方
が、他者に知らせることを了解した場合。

第１５条（適用）

この要領は、平成２８年４月１８日以降に適用する。
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（様式１）
平成○年○月○日

四国地方整備局
港湾空港部 品質確保室長 殿

住 所
商号又は名称
代表者氏名
問い合わせ先
担当者氏名
TEL･ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ･FAX

災害時における緊急復旧等の実績確認書交付申請書

下記に示す工事または作業が、四国地方整備局 港湾空港部
品質確保室 制定 災害時における緊急復旧等の実績確認書交付
申請要領（平成２８年４月１８日）に示される｢災害時におけ
る緊急復旧等｣の実績に該当するものであるかを確認して頂き
たく、別添確認資料を附し、確認書交付申請をいたします。

記

工事または作業

内 容 ※工事または作業の内容を簡潔に記載

開始日 平成 年 月 日※工事または作業の開始日を記載

発注者 ※指示もしくは要請をした者を記載

工事名 ※工事または作業を実施した工事名を記載

※工事名の他に番号がある場合は工事名の末尾に記載

工事請負者 ※契約書に記載の請負者名を記載

（構成員 ※共同企業体の場合は構成員まで記載 ）
（出資比率 ※特定共同企業体の場合は本申請者の出資比率を記載）

その他部局への申請等状況
※ 本申請内容を四国地方整備局発注工事の技術資料として、既に提出がされてい

る場合について様式２に記載すること。

※ 前記に該当する提出がされていない場合は、その旨を明記すること。
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（様式２） NO.1

その他部署への申請状況

番 提出先 対象工事等 提出日
号

１ 小松島港湾・空港整備事務所 総務課 平成○○年度 □□□□工事 技術資料 H ○○ .○○ .○○

２ 小松島港湾・空港整備事務所 総務課 平成○○年度 △△△△工事 技術資料 H □□ .□□ .□□

３ 高松港湾・空港整備事務所 総務課 平成○○年度 ☆☆☆☆工事 技術資料 H ◇◇ .◇◇ .◇◇

４ 高松港湾・空港整備事務所 総務課 平成○○年度 ◇◇◇◇工事 技術資料 H ☆☆ .☆☆ .☆☆

５ 松山港湾・空港整備事務所 総務課 平成○○年度 □□□□工事 技術資料 H △△ .△△ .△△

６ 松山港湾・空港整備事務所 総務課 平成○○年度 △△△△工事 技術資料 H ○○ .○○ .○○

７ 高知港湾・空港整備事務所 総務課 平成○○年度 ☆☆☆☆工事 技術資料 H □□ .□□ .□□

８ 高知港湾・空港整備事務所 総務課 平成○○年度 ◇◇◇◇工事 技術資料 H ◇◇ .◇◇ .◇◇

９ 四国地方整備局 総務部 経理調達課 平成○○年度 □□□□工事 技術資料 H ☆☆ .☆☆ .☆☆

10 四国地方整備局 総務部 契約課 平成○○年度 △△△△工事 技術資料 H △△ .△△ .△△

11 徳島河川国道事務所 契約課 平成○○年度 ☆☆☆☆工事 技術資料 H ○○ .○○ .○○

12 那賀川河川事務所 契約課 平成○○年度 ◇◇◇◇工事 技術資料 H □□ .□□ .□□
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四国地方整備局 港湾空港部 品質確保室 制定
災害時における緊急復旧等の実績確認書交付申請要領

参考資料

四国地方整備局 港湾空港部 品質確保室 制定 災害時における緊急復旧等の実績確
認書交付要領（以下、「交付要領」という。） 第１０条（実績の確認）に関する参考
資料として、下記に例を示す。

【実績として認める例】

・落石や土砂崩壊（災害）が原因となって片側又は全面通行止めとなった道路
の崩土処理等の余裕時間を許されない緊急の応急復旧工事。但し、１箇所当
たり３０分程度の作業の場合は実績として認めない。

・落石や土砂崩壊（災害）が原因となって河道渓流が阻害又は閉塞となった崩
土処理等の余裕時間を許されない緊急の応急復旧工事。但し、１箇所当たり
３０分程度の作業の場合は実績として認めない。

・台風等の異常な気象状況の中で行った以下の１．および２．の作業。但し、
１箇所当たり３０分程度の作業の場合は実績として認めない。

１． 倒木・流木で発生した被害に対する作業、及び倒木・流木による被
害発生の予兆があり、かつその予兆の拡大等による、喫緊に被害の
発生が想定された、余裕時間を許されない緊急の倒木処理作業・流
木処理作業。

２． 堤防の決壊・越水・洗掘・漏水、又は落石や土砂崩壊等で発生した
被害に対する作業、及びこれの予兆があり、かつその予兆の拡大等
による、喫緊に被害の発生が想定された堤防の決壊・越水・洗掘・
漏水、又は落石や土砂崩壊等に対する、余裕時間を許されない緊急
の作業。

・台風等の異常な気象状況の中で、「災害対策基本法第二条第一項」で定義さ
れている、落石や土砂崩壊等による被害発生の予兆が確認され、かつその予
兆の拡大等による、喫緊に被害の発生が想定された現象があり、全面通行止
め等により現地を封鎖し、台風の通過後に作業の安全確認・現地調査・対策
工検討等に時間を要したが、その後に実施した余裕時間を許されない緊急の
応急復旧工事。但し、１箇所当たり３０分程度の作業の場合は実績として認
めない。

・冬期の雪害対応を含む契約がされた経常維持工事における融雪材散布もしく
は除雪作業が完了し平常に回復した後に実施した、２夜連続の融雪材散布も
しくは除雪作業。

・災害時等の異常時に対する緊急の対応等を行うことを目的に締結した協定に
に基づき実施した、融雪材散布もしくは除雪作業。

・内水被害（災害）における内水排除作業。

・○○河川国道事務所長の指示により、○○地方における内水排除対策のため
の排水ポンプ車出動・内水排除作業。
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・港湾法の外郭施設である防波堤（重力式）の滑動が発生、または滑動の予兆
があり、かつその予兆の拡大等による、喫緊の航路または泊地の封鎖発生が
想定された、余裕時間を許されない緊急の滑動抑制に関する工事。但し、１
箇所当たり３０分程度の作業の場合は実績として認めない。

・港内または航路等海域における漂流物または沈降物の回収等、余裕時間を許
されない緊急の応急復旧工事。但し、１箇所当たり３０分程度の作業の場合
は実績として認めない。

・海域における流出した特定油（海防法施行規則第 29 条）の防除措置におけ
る、余裕時間を許されない緊急の応急復旧作業。但し、１箇所当たり３０分
程度の作業の場合は実績として認めない。

・災害に起因した、公共土木・建築施設等における電力・通信・給排水・空調
機能の途絶に対する、余裕時間を許されない緊急の応急復旧工事。但し、１
箇所当たり３０分程度の作業の場合は実績として認めない。

なお、｢実績｣として認められるものは、四国地域において、四国地方整備
局長・四国地方整備次長・四国地方整備局管内の事務所長・四国四県の知事
または四国内の市町村長からの指示もしくは要請、四国地域以外においては、
四国地方整備局長・四国地方整備次長・四国地方整備局管内の事務所長から
の指示もしくは要請に基づく、災害時における緊急復旧等に限るものとし、
｢指示もしくは要請｣された者の下請け会社または協力会社として行った｢実
績｣は実績として認めない。

【実績として認めない例】

・災害発生後に入札公告された災害復旧工事。

・事前通行規制（全面通行止め）した区間における通行解放前に行った倒木処
理・塵芥処理・路面清掃。

・台風等の異常な気象状況の中、通行規制を伴わずもしくは一時的な通行規制
（１箇所当たり３０分程度）により行った倒木処理・塵芥処理・路面清掃。

・冬期の雪害対応を含む契約がされた経常維持工事における、融雪材散布もし
くは除雪作業で、その作業が完了し平常に回復した後の２夜連続の融雪材散
布もしくは除雪作業が実施されていない実績。

・災害に起因しない、または緊急（現地作業着手までに余裕時間を許されない）
と判断できない倒木処理・流木処理 等。

・待機や事前の立ち入り防止対策（セイフティーコーン等の簡易な安全施設用
具の設置および立ち入り防止看板の設置）、交通整理や巡回巡視等の応急復
旧工事または作業がない実績。

・海域における流出した油を拡散させる航行または放水等の作業。

・海域における流出した油等における警戒巡視等の応急復旧工事または作業が
ない実績。

・指示もしくは要請日・応急復旧工事または作業等の実施日時・内容等が不明
な実績。
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・「交付要領」第６条第３項に示されている「やむを得ず生じた空白時間」の
前もしくは後に、やむを得ず生じた空白時間とは認められない空白時間があ
る実績。

・災害時における緊急復旧等ではないと判断した実績。
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国四整品確第○○号
平成○年○月○日

住 所
商号又は名称
代表者氏名 殿

四国地方整備局
港湾空港部 品質確保室長

災害時における緊急復旧等の実績確認書

平成○○年○○月○○日に、貴社より申請のあった、下記の
工事または作業が、四国地方整備局 港湾空港部 品質確保室
制定 災害時における緊急復旧等の実績確認書交付申請要領（平
成２８年４月１８日）に示される｢災害時における緊急復旧等｣
であることを確認したので本書を交付する。なお、本書の有効
期限は、平成○○年○○月○○日までとする。

記

工事または作業

内 容

開始日 平成 年 月 日

発注者

工事名
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国四整品確第○○号
平成○年○月○日

住 所
商号又は名称
代表者氏名 殿

四国地方整備局
港湾空港部 品質確保室長

災害時における緊急復旧等に関する通知

平成○○年○○月○○日に、貴社より申請のあった、下記の
工事または作業は、四国地方整備局 港湾空港部 品質確保室
制定 災害時における緊急復旧等の実績確認書交付申請要領（平
成２８年４月１８日）に示す｢災害時における緊急復旧等｣と確
認できないことを通知する。

記

工事または作業

内 容

開始日 平成 年 月 日

発注者

工事名

実績と確認できない理由

・ 四国地方整備局 港湾空港部 品質確保室 制定 災害時における緊急
復旧等の実績確認書交付申請要領第○条第○項に該当しない。

・ 四国地方整備局 港湾空港部 品質確保室 制定 災害時における緊急
復旧等の実績確認書交付申請要領第○条第○項により確認できない。

・ その他


